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長崎空港消防車庫外2件改修工事
平成30年10月16日～平成30年03月29日
建築工事

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-76

平成30年10月15日
（株）ライムイシモト
長崎県諫早市貝津市２
０７１－７

本工事対象である消防車庫
は、所要の耐震性能を満足
しておらず、大規模地震の
際、建物に多大な損傷等が
発生する恐れがあることか
ら、早急に工事を実施する
必要があるため、予算決算
及び会計令第99条の2の規
定を適用し、左記相手方と
随意契約を締結したもので
ある。

81,712,800円 50,760,000円 62.1% 

広島空港滑走路中心線灯改良その他工事
平成30年10月19日～平成31年07月12日
電気工事

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-76

平成30年10月18日

（株）中電工　広島統
括支社
広島県広島市南区皆実
町一丁目9番35号

一般競争入札を行ったとこ
ろ、再度の入札をしても落
札者が無かったため、予算
決算及び会計令第99条の2
の規定を適用し、左記相手
方と随意契約を締結したも
のである。

133,920,000円 131,760,000円 98.4% 

福岡航空交通管制部庁舎外１棟改修工事
平成30年10月23日～平成31年03月13日
建築工事

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-76

平成30年10月22日
（株）井口工務店
福岡県福岡市城南区堤
１－１３－４３

福岡航空交通管制部庁舎
は、航空交通管制業務が行
われている重要拠点施設で
あり、老朽化した建具から
漏水等が発生した場合、重
要な機器に重大な影響を及
ぼすため早期に改修工事を
実施する必要があるが、本
年度内に本改修工事を実施
するには再公告を行う時間
的猶予がない状況であるこ
とから、予算決算及び会計
令第99条の2の規定を適用
し、左記相手方と随意契約
を締結したものである。

66,279,600円 62,640,000円 94.5% 

海上保安庁庁舎・格納庫新築工事等設計関連
業務
平成30年10月23日～平成31年12月13日
建設コンサルタント

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-73

平成30年10月22日
（株）梓設計
東京都品川区東品川２
－１－１１

本業務の実施にあたり、設
計上の責任を明確にし、設
計意図を正確に伝えること
ができるのは、当該施設の
設計意匠、 構造及び建築
設備設計に至る全体の調整
ととりまとめを行った左記
相手方に限られるため、会
計法第29条の3第4項、予算
決算及会計令第102条の4第
3号の規定を適用し、左記
相手方と随意契約を締結し
たものである。

3,500,986円 3,456,000円 98.7% 

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）



公共工事の名称、場所、期間および種別
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由

（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

長崎空港保安防災総合運用装置更新工事
平成30年10月30日～平成31年03月22日
電気通信工事

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-76

平成30年10月29日
旭陽電気（株）
福岡県福岡市博多区東
比恵３－１５－２７

一般競争入札を行ったとこ
ろ、再度の入札をしても落
札者が無かったため、予算
決算及び会計令第99条の2
の規定を適用し、左記相手
方と随意契約を締結したも
のである。

15,874,247円 13,824,000円 87.1% 

長崎空港管制塔庁舎IFR室その他空気調和設
備工事
平成30年11月01日～平成31年03月22日
管工事

川勝　弘彦
大阪航空局
大阪府大阪市中央区大手
前4-1-76

平成30年10月31日
（株）菱熱
福岡県福岡市博多区博
多駅南１－８－１３

一般競争入札を行ったとこ
ろ、再度の入札をしても落
札者が無かったため、予算
決算及び会計令第99条の2
の規定を適用し、左記相手
方と随意契約を締結したも
のである。

49,917,600円 49,896,000円 100.0% 


